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９ 下水道事業 

 

(1) 公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業・特定公共下水道事業 

 

ア 事業数 

 

平成２３年度における下水道法上の下水道事業の事業数は４４事業（法適用６事業、法非適用

３８事業）で、前年度と同数となっている。事業の種類別でみると、公共下水道が２９事業、特定

環境保全公共下水道が１４事業、特定公共下水道が１事業となっている。 

供用を開始している事業は、公共下水道が２９事業、特定環境保全公共下水道が１４事業のほか、

昭和４３年度から工業排水処理を目的として事業を開始している岩沼市の特定公共下水道がある。 

処理を開始している事業のうち、市町村が終末処理場を有する事業は２２事業（１５市町村）で、

他の事業は県の流域下水道の終末処理施設で処理を行っている。 

地方公営企業法を適用している事業は、仙台市の公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事

業、白石市の公共下水道事業、名取市の公共下水道事業、岩沼市の特定公共下水道事業並びに山元

町の特定環境保全公共下水道事業である。 

仙台市の公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業は平成２年４月１日から、白石市の公

共下水道事業は平成１９年４月１日から、名取市の公共下水道事業は平成１５年４月１日から、岩

沼市の特定公共下水道事業は昭和４３年４月１日から、山元町の特定環境保全公共下水道は平成

２１年４月１日から法適用となっている。 

 

（参考：供用を開始している市町村と事業） 

・公共下水道：２９事業（前年度と同数） 

仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩沼市、登米市、 

栗原市、東松島市、大崎市、大河原町、村田町、柴田町、川崎町、丸森町、亘理町、松島町、 

七ヶ浜町、利府町、大和町、富谷町、加美町、涌谷町、美里町、女川町、南三陸町 

・特定環境保全公共下水道：１４事業（前年度と同数） 

仙台市、石巻市、気仙沼市、登米市、栗原市、大崎市、蔵王町、七ヶ宿町、山元町、大郷町、 

大衡村、色麻町、加美町、南三陸町 

・特定公共下水道事業：１事業（前年度と数同） 

岩沼市 

 

イ 施設の利用状況 

 

供用を開始している事業の施設の利用状況をみると、現在排水区域内人口は１８０万１，２２７人

で、前年度に比べ９，８２６人（０．５％）増加している。 

年間総処理水量は２７０，６５２千ｍ３で、前年度に比べ１８，３７８千ｍ３（６．４％）減少し

ている。これは、汚水分が２５８，０４１千ｍ３で前年度に比べ１３，２６５千ｍ３（４．９％）、

雨水分が１２，３０９千ｍ３で前年度に比べ５，４１５千ｍ３（３０．６％）それぞれ減少したこと

によるものである。また、年間有収水量は２２６，８９３千ｍ３で、前年度に比べ１４，４１４千

ｍ３（６．０％）減少しており、汚水処理水量に対する有収率は８７．９％で、前年度に比べ１．０ポ

イント低下している。 

 

（ア）法適用事業 

 

公共下水道事業では、現在排水区域内人口は１０９万４，４３４人で、前年度に比べ１万
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１，６９２人（１．１％）増加している。また、年間総処理水量は１４５，６４５千ｍ３（うち汚

水分１３３，３３６千ｍ３）で、前年度に比べ１３，７１３千ｍ３（８．６％）減少しており、年間

有収水量は１１１，６４５千ｍ３で、前年度に比べ７，３１７千ｍ３（６．２％）減少している。 

なお、公共下水道事業における有収率は８３．７％で、前年度に比べ０．３ポイント低下している。 

特定環境保全公共下水道事業では、現在排水区域内人口は１０，４８５人で、前年度に比

べ，５５６人（５．０％）減少している。また、年間総処理水量は２，４４４千ｍ３で、前年度に比

べ５３８千ｍ３（２８．２％）増加しており、年間有収水量は１，２０４千ｍ３で、前年度に比べ３９８千

ｍ３（２４．９％）減少している。 

なお、特定環境保全公共下水道事業における有収率は４９．３％で、前年度に比べ３４．８ポイン

ト低下している。 

特定公共下水道事業では、年間総処理水量及び年間有収水量は共に５８，６７６千ｍ３で、前年度

に比べ２，５５６千ｍ３（４．６％）増加している。 

なお、特定公共下水道事業における有収率は１００．０％で、前年度と同数になっている。 

 

（イ）法非適用事業 

 

公共下水道事業と特定環境保全公共下水道事業では、現在排水区域内人口が６９万６，３０８人、

年間総処理水量が６３，８８６千ｍ３（うち汚水分６３，５８５千ｍ３）、年間有収水量が

５５，３６８千ｍ３、有収率が８７．１％となっている。 

 

第１表 公共下水道等の利用状況（法適用・法非適用）の推移 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ) 公　共 特　環

項　　目 　 ａ ｂ ｃ ×100(%)

44 44 44 44 44 0 0.0 30 14

(注)３ (注)３

（人） A 2,350,593 2,391,081 2,389,973 2,378,408 2,360,346 ▲ 18,062 ▲ 0.8 2,265,720 1,641,399

（人） B 1,763,549 1,781,462 1,798,661 1,791,401 1,801,227 9,826 0.5 1,710,369 90,858

（ha) C 41,410 42,046 42,046 42,046 43,210 1,164 2.8 25,391 17,173

(ha) D 40,068 40,731 41,369 41,884 42,118 234 0.6 37,185 4,881

B / A （％） 75.0 74.5 75.3 75.6 76.3 0.7 ― 75.5 5.5

D / C （％） 96.8 96.9 98.4 99.6 97.5 ▲ 2.1 ― 146.4 28.4

（千ｍ３） E 288,482 289,369 281,683 289,030 270,652 ▲ 18,378 ▲ 6.4 203,003 8,973

汚 水（千ｍ３） F 273,573 272,237 267,130 271,306 258,041 ▲ 13,265 ▲ 4.9 190,392 8,973

雨 水（千ｍ３） 14,909 17,132 14,553 17,724 12,309 ▲ 5,415 ▲ 30.6 12,309 0

（千ｍ３） G 245,639 240,694 237,918 241,307 226,893 ▲ 14,414 ▲ 6.0 161,403 6,814

（％） 89.8 88.4 89.1 88.9 87.9 ▲ 1.0 ― 84.8 75.9有 収 率 G/F

市 街 地 面 積

現 在 排 水 区 域 面 積

現 在 排 水 区 域 内 人 口

年 間 有 収 水 量

普 及 率

う 　ち

年 間 総 処 理 水 量

供 用 開 始 事 業 数

ｂ の う ち対前年度比較

行 政 区 域 内 人 口

（注）１ 公共＝公共下水道 

    行政区域内人口は、下水道法上の下水道事業について供用を開始している市町村の行政

区域内人口の計である。 

    ２ 特環＝特定環境保全公共下水道 

   ３ 下記団体は、公共下水道事業と特定環境保全公共下水道事業を行っているため、それぞれ

に計上している。 

      仙台市、石巻市、気仙沼市、登米市、栗原市、大崎市、加美町、南三陸町 

    ４ 平成２２年度の現在排水区域内人口、普及率（Ｂ／Ａ）は、東日本大震災の影響により算 

出できなかった女川町の数値を除いている。 
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ウ 経営状況 

 

（ア）法適用事業 

 

公共下水道事業の経常収益は２８０億５５百万円、経常費用は２５８億４０百万円となっており、

この結果、経常収支比率は１０８．６％となり、前年度に比べ１．２ポイント上昇している。 

経常損益は２２億１５百万円の経常利益が生じており、前年度に比べ利益が３億９百万円

（１６．２％）増加している。 

資本的支出は３８１億７８百万円で、前年度に比べ１５６億５２百万円（６９．５％）増加して

いる。このうち建設改良費は１２５億９６百万円で、前年度に比べ６２億９２百万円（９９．８％）

増加しており、企業債償還金が２５５億８２百万円で、前年度に比べ９３億６０百万円（５７．７％）

増加している。これらの財源は、外部資金が企業債等の２５８億１１百万円であり、内部資金が損

益勘定留保資金等の１２２億８４百万円である。 

特定環境保全公共下水道事業の経常収益は７億７１百万円、経常費用は７億７６百万円となって

おり、この結果、経常収支比率は９９．５％となり、前年度に比べ２１．８ポイント上昇している。 

経常損益は４百万円の経常損失が生じており、前年度に比べ２億１７百万円（９８．１％）減少

している。 

資本的支出は９億６４百万円で、前年度に比べ２億４０百万円（３３．２％）増加している。こ

のうち建設改良費は２億７４百万円で、前年度に比べ７０百万円（３４．２％）増加しており、企

業債償還金が６億９１百万円で、前年度に比べ１億７０百万円（３２．６％）増加している。これ

らの財源は、外部資金が企業債等の４億８５百万円であり、内部資金が損益勘定留保資金等の４億

８０百万円である。 

特定公共下水道事業の経常収益は１億４４百万円、経常費用は９５百万円となっており、この結

果、経常収支比率は１５１．２％となり、前年度に比べ１７．１ポイント低下している。 

経常損益は４９百万円の経常利益が生じており、前年度に比べ利益が８百万円（１４．３％）減

少している。 

資本的支出は３億４９百万円で、前年度に比べ３億２０百万円（１，１０３．３％）増加してお

り、すべて建設改良費となっている。これらの財源は、外部資金がなく、内部資金が損益勘定留保

資金等の３億４９百万円である。 

 

（イ）法非適用事業 

 

公共下水道事業（２６事業）と特定環境保全公共下水道事業（１２事業）の収益的収支における

総収益は２８２億６６百万円で、前年度に比べ４０億７２百万円（１６．８％）増加しており、総

費用は１９０億５９百万円で、前年度に比べ３７億３２百万円（２４．４％）増加している。この

結果、収支差引では９２億０７百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が３億４０億円（３．８％）

増加している。 

資本的収支における収入は２９４億３８百万円で、前年度に比べ１０７億５百万円（５７．１％）

増加しており、支出は３８５億４９百万円で、前年度に比べ１０８億３３百万円（３９．１％）増

加している。この結果、収支差引では９１億１１百万円の赤字となり、前年度に比べ１億２８百万

円（１．４％）増加している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は９５百万円の黒字で、これに前年度からの繰越

財源等を調整した実質収支は７億８百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が１億３６百万円

（２３．７％）増加している。 

なお、収益的収支比率は５９．０％で、前年度に比べ１２．７ポイント低下している。 
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第２表 公共下水道事業（法適用）の損益収支状況等の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100

（人） 1,068,000 1,073,787 1,080,143 1,082,742 1,094,434 11,692 1.1

（千ｍ３） 156,381 159,062 154,103 159,358 145,645 ▲ 13,713 ▲ 8.6

（千ｍ３） 141,472 141,930 139,550 141,634 133,336 ▲ 8,298 ▲ 5.9

（千ｍ３） 14,909 17,132 14,553 17,724 12,309 ▲ 5,415 ▲ 30.6

（千ｍ３） 120,084 117,815 117,682 118,962 111,645 ▲ 7,317 ▲ 6.2

A 28,985 28,365 27,869 27,593 32,769 5,176 18.8

B 28,974 28,352 27,843 27,576 28,055 479 1.7

う ち 使 用 料 18,405 18,224 18,017 18,145 16,627 ▲ 1,518 ▲ 8.4

C 28,441 27,435 27,126 25,977 38,704 12,727 49.0

D 28,360 27,394 27,062 25,669 25,840 171 0.7

う ち 職 員 給 与 費 1,901 1,521 1,582 1,600 1,663 63 3.9

B-D 615 957 781 1,906 2,215 309 16.2

A-C 545 930 743 1,616 ▲5,936 ▲ 7,552 ―

B/D 102.2 103.5 102.9 107.4 108.6 1.2 ―

A/C 101.9 103.4 102.7 106.2 84.7 ▲ 21.5 ―

84.9 83.0 84.3 84.0 83.7 ▲ 0.3 ―

純 損 益

総 収 益

経 常 収 益

総 費 用

有 収 率

現 在 排 水 区 域 内 人 口

年 間 総 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量

う ち 汚 水

う ち 雨 水

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

経 常 費 用

対前年度比較

経 常 損 益

 

第３表 公共下水道事業（法適用）の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

11,005 10,617 11,597 6,304 12,596 6,292 99.8

22,129 18,165 18,686 16,222 25,582 9,360 57.7

13,778 14,195 14,749 14,877 15,338 461 3.1

145 54 33 0 0 0 ―

33,279 28,836 30,315 22,526 38,178 15,652 69.5

10,276 10,482 10,604 10,662 12,284 1,622 15.2

23,003 18,312 18,844 11,345 25,811 14,466 127.5

16,775 12,618 13,229 8,734 15,595 6,861 78.6

うち建設改良費のためのもの 6,143 6,028 6,769 4,340 2,027 ▲ 2,313 ▲ 53.3

1,140 905 953 631 651 20 3.1

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

1,403 1,189 1,042 856 1,933 1,077 125.9

3,536 3,480 3,602 1,783 7,106 5,323 298.6

38 6 65 1,055 612 ▲ 443 ▲ 42.0

33,279 28,794 29,448 22,007 38,094 16,087 73.1

0 42 867 519 84 ▲ 435 ▲ 83.9

42 42 771 519 84 ▲ 435 ▲ 83.9実 質 財 源 不 足 額

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

外
部
資
金
の
う
ち

企 業 債

国 ・ 県 補 助 金

又 は 未 発 行 の 額
00

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

うち建設改良費のためのもの

内 部 資 金

財 源 不 足 額

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

計

0 ―

計

対前年度比較

外 部 資 金

0 0

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

96

資
本
的
支
出 そ の 他

他 会 計 補 助 金

繰 越 事 業 財 源 （ ▲ ）

他 会 計 借 入 金

項　目

（注）１ 内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

   ２ 外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額） 
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第４表 特定環境保全公共下水道事業（法適用）の損益収支状況等の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100

（人） 4,220 4,291 12,630 11,041 10,485 ▲ 556 ▲ 5.0

（千ｍ３） 1,079 1,061 1,863 1,906 2,444 538 28.2

（千ｍ３） 1,079 1,061 1,863 1,906 2,444 538 28.2

（千ｍ３） 0 0 0 0 0 0 ―

（千ｍ３） 926 891 1,547 1,602 1,204 ▲398 ▲ 24.9

A 331 346 743 771 945 174 22.6

B 331 346 743 771 771 0 0.0

う ち 使 用 料 267 255 361 392 320 ▲72 ▲ 18.4

C 461 474 828 1,011 831 ▲180 ▲ 17.8

D 461 474 827 992 776 ▲216 ▲ 21.8

う ち 職 員 給 与 費 0 0 7 8 7 ▲1 ▲ 7.7

B-D ▲ 130 ▲ 128 ▲ 84 ▲ 221 ▲ 4 217 ▲ 98.1

A-C ▲ 130 ▲ 128 ▲ 85 ▲ 240 114 354 ―

B/D 71.8 73.0 89.8 77.7 99.5 21.8 ―

A/C 71.7 73.0 89.7 76.2 113.7 37.5 ―

85.9 84.0 83.0 84.1 49.3 ▲ 34.8 ―

う ち 雨 水

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

経 常 費 用

経 常 損 益

純 損 益

有 収 率

総 収 益

経 常 収 益

総 費 用

対前年度比較

現 在 排 水 区 域 内 人 口

年 間 総 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量

う ち 汚 水

 

第５表 特定環境保全公共下水道事業（法適用）の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

109 29 282 204 274 70 34.2

223 228 682 521 691 170 32.6

216 226 421 418 477 59 14.0

0 0 0 0 0 0 ―

332 257 964 724 964 240 33.2

157 171 433 441 480 39 8.8

175 86 528 284 485 201 70.6

132 51 372 206 329 123 59.8

うち建設改良費のためのもの 108 25 124 138 66 ▲ 72 ▲ 51.9

2 0 0 1 2 1 134.5

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

40 32 23 13 29 16 122.5

0 0 129 66 122 56 85.6

0 0 1 4 0 ▲ 4 ▲ 93.1

332 257 961 724 964 240 33.2

0 0 3 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

―0
当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

0
又 は 未 発 行 の 額

030 0

実 質 財 源 不 足 額

対前年度比較

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

うち建設改良費のためのもの

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

外
部
資
金
の
う
ち

企 業 債

内 部 資 金

他 会 計 出 資 金

外 部 資 金

国 ・ 県 補 助 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

計

財 源 不 足 額

繰 越 事 業 財 源 （ ▲ ）

他 会 計 借 入 金

資
本
的
支
出 そ の 他

項　目

計

（注）１ 内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

   ２ 外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額） 
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第６表 特定公共下水道事業（法適用）の損益収支状況等の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100

（千ｍ３） 61,606 58,936 55,410 56,120 58,676 2,556 4.6

（千ｍ３） 61,606 58,936 55,410 56,120 58,676 2,556 4.6

（千ｍ３） 0 0 0 0 0 0 ―

（千ｍ３） 61,606 58,936 55,410 56,120 58,676 2,556 4.6

A 149 150 149 141 144 3 2.2

B 149 150 149 141 144 3 2.2

う ち 使 用 料 147 147 147 139 143 4 2.9

C 108 124 104 84 95 11 13.4

D 108 124 104 84 95 11 13.4

う ち 職 員 給 与 費 35 34 19 17 18 1 6.1

B-D 41 26 45 57 49 ▲8 ▲ 14.3

B/D 138.5 121.2 143.2 168.3 151.2 ▲ 17.1 ―

A/C 138.5 121.2 143.2 168.3 151.2 ▲ 17.1 ―

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

総 収 益

経 常 収 益

う ち 汚 水

う ち 雨 水

有 収 率

年 間 有 収 水 量

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

年 間 総 処 理 水 量

総 費 用

経 常 費 用

経 常 損 益

対前年度比較

 

第７表 特定公共下水道事業（法適用）の資本収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

8 21 5 29 349 320 1,103.3

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

8 21 5 29 349 320 1,103.3

8 21 5 29 349 320 1,103.3

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

うち建設改良費のためのもの 0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

8 21 5 29 349 320 1,103.3

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―実 質 財 源 不 足 額

同
　
　
上
　
　
財
　
　
源

又 は 未 発 行 の 額

内 部 資 金

財 源 不 足 額

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

国 ・ 県 補 助 金

外
部
資
金
の
う
ち

他 会 計 負 担 金

繰 越 事 業 財 源 （ ▲ ）

対前年度比較

計

外 部 資 金

0

計

他 会 計 借 入 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

うち建設改良費のためのもの

企 業 債

項　目

―0

他 会 計 出 資 金

0 0

資
本
的
支
出 そ の 他

他 会 計 補 助 金

0 0

（注）１ 内部資金＝補てん財源合計額－前年度からの繰越工事資金＋固定資産売却代金 

   ２ 外部資金＝資本的支出額－（内部資金＋財源不足額） 
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第８表 法非適用下水道事業（公共・特環）の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ) 公　共 特　環

ａ ｂ ｃ ×100

A 23,587 23,201 22,711 24,194 28,266 4,072 16.8 24,191 4,075

収 収 12,689 13,239 13,291 13,594 12,577 ▲ 1,017 ▲ 7.5 11,559 1,018

う 料 金 収 入 10,069 10,574 10,630 10,879 9,638 ▲ 1,241 ▲ 11.4 8,662 976

益 雨水処理負担金 2,501 2,597 2,595 2,671 2,864 193 7.2 2,828 36

入 ち 受 託 工 事 収 益 0 0 0 0 3 3 皆増 3 0

的 10,898 9,962 9,419 10,601 15,689 5,088 48.0 12,632 3,057

10,067 9,399 8,883 10,368 12,207 1,839 17.7 9,468 2,739

収 B 17,984 17,300 15,743 15,327 19,059 3,732 24.4 16,320 2,740

支 8,129 8,239 7,512 7,654 10,869 3,215 42.0 9,361 1,508

支 1,145 1,105 1,097 1,095 1,091 ▲ 4 ▲ 0.4 911 180

出 9,855 9,060 8,232 7,673 8,190 517 6.7 6,959 1,231

9,789 8,987 8,139 7,573 7,306 ▲ 267 ▲ 3.5 6,212 1,094

C 5,604 5,902 6,967 8,867 9,207 340 3.8 7,871 1,335

D 38,148 36,942 31,188 18,733 29,438 10,705 57.1 25,394 4,043

資 収 24,261 24,988 20,186 10,745 18,861 8,116 75.5 16,540 2,322

5,441 5,175 4,971 3,560 5,561 2,001 56.2 4,492 1,068

本 1,162 1,002 786 798 413 ▲ 385 ▲ 48.2 341 72

入 6,986 5,694 5,184 3,532 4,562 1,030 29.2 3,995 567

的 300 86 60 99 40 ▲ 59 ▲ 59.3 26 14

E 44,802 43,893 39,083 27,716 38,549 10,833 39.1 33,191 5,357

収 17,090 14,019 12,606 9,279 9,537 258 2.8 8,243 1,294

e 27,627 29,845 26,440 18,403 28,854 10,451 56.8 24,790 4,063

支 85 29 37 35 158 123 352.1 158 0

F ▲ 6,654 ▲ 6,950 ▲ 7,894 ▲ 8,983 ▲ 9,111 ▲ 128 1.4 ▲ 7,797 ▲ 1,314

G ▲ 1,050 ▲ 1,049 ▲ 928 ▲ 115 95 210 ― 74 21

H 19 24 1 0 0 0 皆増 0 0

I 691 536 506 472 1,036 564 119.4 798 238

J 0 0 0 0 0 0 ― 0 0

K 945 1,129 961 803 1,801 998 124.3 1,712 90

L 568 592 537 1,160 2,932 1,772 152.8 2,584 348

M 54 114 81 588 2,224 1,636 278.3 1,975 249

514 477 456 572 708 136 23.7 609 99

514 477 456 572 708 136 23.7 609 99

0 0 0 0 0 0 ― 0 0

159 151 145 143 138 ▲ 5 ▲ 3.5 116 22

51.7 49.2 53.8 71.7 59.0 ▲ 12.7 ― 58.8 59.9

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

形 式 収 支 (G-H+I-J+K)

翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支 (L-M)

収 支 再 差 引 (C+F)

積 立 金

起 債 及 び 借 入 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

資 本 的 収 入

ｂ の う ち

総 費 用

総 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

対前年度比較

収 支 差 引 (A-B)

年　　度

項　　目

収 益 的 収 支 比 率 A/(B+e)

地 方 債 償 還 金

そ の 他

う
ち

黒 字

赤 字

う ち 支 払 利 息

地 方 債

他 会 計 繰 入 金

職 員 数

工 事 負 担 金

うち他会計繰入金

営 業 費 用

う ち 職 員 給 与 費

営 業 外 費 用

国 ・ 県 補 助 金

収 支 差 引 (D-E)

そ の 他

支
　
　
出

（注）１ 公共＝公共下水道 

２ 特環＝特定環境保全公共下水道 
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エ 経費区分及び経費回収率 

 

法非適用の公共下水道事業と特定環境保全公共下水道事業について、維持管理費と資本費（地方

債元利償還金）を合わせた費用総合計を汚水処理費、雨水処理費及びその他の費用に区分すると、

平成２３年度の汚水処理費は１４０億６６百万円（全体の４３．９％）、雨水処理費は２８億７３百

万円（全体の９．０％）、その他の費用は１５１億１９百万円（全体の４７．２％）となっている。

内訳をみると、維持管理費において汚水処理費の占める割合は５６．０％、雨水処理費の占める割

合は６．４％、資本費において汚水処理費の占める割合は３６．８％、雨水処理費の占める割合は

１０．４％となっている。 

一方、費用総合計のうち汚水処理費を年間有収水量（５５，３６８千ｍ３）で除して得た１ｍ３当

たりの汚水処理原価は２５４円５銭（うち維持管理費に係るものが１１８円９３銭、資本費に係る

ものが１３５円１１銭）で、前年度に比べ３１円９９銭（１４．４％）増加している。 

他方、使用料収入（９６億３８百万円）を年間有収水量で除して得た１ｍ３当たりの使用料単価

は１７４円７銭で、前年度に比べ５円７２銭（３．４％）増加している。 

この結果、汚水処理原価に対する使用料単価の割合（以下「経費回収率」という。）は、６８．５％

（公共下水道事業７０．７％、特定環境保全公共下水道事業５３．９％）で、前年度に比べ７．３ポ

イント低下している。 

また、汚水処理費と使用料収入の総額の関係についてみると、汚水処理費１４０億６６百万円に

対し、使用料収入総額は９６億３８百万円であり、その結果、使用料収入不足額は４４億２８百万

円となり、前年度に比べ９億５７百万円（２７．６％）増加している。これらの不足額のうち、維

持管理費や地方債の利子に係る不足相当額については主に収益的収支に、地方債の元金に係る不足

相当額については主に資本的収支に係るものとして一般会計から繰り入れられており、使用料等の

一層の適正化を図る必要がある。 

なお、資本費のうち汚水処理費が平成１８年度以降大幅に減少しているが、その主な要因として

は、平成１８年度より「分流式下水道等に要する経費」に対する繰出しが基準として追加され、資

本費のうち汚水処理費の一部が公費負担として「その他費用」に振り替えられることとなったこと、

平成１９年度より資本費のうち汚水処理費には、借換債の発行による収入をもって償還した地方債

元金償還金、資本費平準化債の発行による収入をもって償還した地方債元金償還金及び繰上償還額

を含めないこととなったことが挙げられる。 
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第９表 法非適用下水道事業（公共・特環）の経費区分及び経費回収率の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ) 公　共 特　環

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100

8,197 8,309 7,604 7,750 11,752 4,002 51.6 10,106 1,646

汚 水 処 理 費 7,317 7,500 6,797 7,014 6,585 ▲ 429 ▲ 6.1 5,458 1,127

雨 水 処 理 費 707 656 653 578 755 177 30.6 755 0

そ の 他 172 154 153 157 4,412 4,255 2,710.3 3,894 518

22,179 21,276 20,768 20,817 20,306 ▲ 511 ▲ 2.5 17,160 3,147

汚 水 処 理 費 8,580 8,220 8,274 7,336 7,481 145 2.0 6,799 682

雨 水 処 理 費 1,851 1,931 2,000 2,061 2,119 58 2.8 2,083 36

そ の 他 11,748 11,126 10,495 11,420 10,707 ▲ 713 ▲ 6.2 8,277 2,429

30,375 29,586 28,371 28,567 32,058 3,491 12.2 27,266 4,792

汚 水 処 理 費 15,897 15,719 15,071 14,350 14,066 ▲ 284 ▲ 2.0 12,257 1,809

雨 水 処 理 費 2,558 2,586 2,652 2,639 2,873 234 8.9 2,838 36

そ の 他 11,920 11,280 10,648 11,577 15,119 3,542 30.6 12,172 2,948

A 252.24 249.32 238.16 222.06 254.05 31.99 14.4 246.33 322.50

維 持 管 理 費 116.10 118.95 107.41 108.54 118.93 10.39 9.6 109.68 200.97

資 本 費 136.14 130.37 130.75 113.52 135.11 21.59 19.0 136.65 121.53

B 159.77 167.70 167.99 168.35 174.07 5.72 3.4 174.08 173.89

63.3 67.3 70.5 75.8 68.5 ▲ 7.3 ― 70.7 53.9

C 15,897 15,719 15,071 14,350 14,066 ▲ 284 ▲ 2.0 12,257 1,809

D 10,069 10,574 10,630 10,879 9,638 ▲ 1,241 ▲ 11.4 8,662 976

5,828 5,145 4,441 3,471 4,428 957 27.6 3,595 834

対前年度比較

使用料不足額(▲) 　(D-C)
使 用 料 収 入

汚 水 処 理 費 （ 再 掲 ）

ｂ の う ち

汚水処理原価 (円)

使 用 料 単 価 ( 円 )

経 費 回 収 率 (B/A)

資 本 費

維 持 管 理 費

費 用 総 合 計

（注）１ 公共＝公共下水道 

２ 特環＝特定環境保全公共下水道 

 

第１０表 法非適用下水道事業（公共・特環）の他会計繰入金の状況の推移 

（単位：百万円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ) 公　共 特　環

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100

営業収益 雨 水 処 理 負 担金 2,501 2,597 2,595 2,671 2,864 193 7.2 2,828 36

水 質 規 制 負 担金 103 90 90 90 86 ▲ 4 ▲ 4.7 75 11

水洗便所普及負担金 45 26 30 29 23 ▲ 6 ▲ 21.4 23 0

営 業 外 不 明 水 処 理 費 8 7 13 15 22 7 48.8 20 3

高 度 処 理 費 0 0 0 0 0 0 ― 0 0

高 資 本 費 対 策費 3,273 2,347 2,184 2,143 2,091 ▲ 52 ▲ 2.4 1,746 345

収 益 災 害 復 旧 費 1 1 1 96 1,189 1,093 1,138.1 1,029 159

臨 時 財 政 特 例債 518 451 308 213 194 ▲ 19 ▲ 9.0 180 14

分流式下水道に要する経費 4,741 5,174 5,230 7,015 6,957 ▲ 58 ▲ 0.8 5,093 1,863

そ の 他 1,375 1,303 1,025 766 1,646 880 114.9 1,302 344

12,568 11,996 11,476 13,039 15,071 2,032 15.6 12,296 2,775

24 26 26 27 30 3 11.8 30 0

17 18 19 25 1,610 1,585 6,341.1 1,334 276

2,808 2,444 2,730 2,511 3,308 797 31.7 2,616 692

2,591 2,686 2,196 997 612 ▲ 385 ▲ 38.6 512 100

5,441 5,175 4,971 3,560 5,561 2,001 56.2 4,492 1,068

18,009 17,171 16,447 16,599 20,632 4,033 24.3 16,788 3,844合　　　　　　　計

対前年度比較

収
益
的
収
入
へ
の
繰
入
金

資
本
的
収
入

へ
の
繰
入
金

臨 時 財 政 特 例 債
小　　　　　　計

雨 水 処 理 補 助 金
災 害 復 旧 費

そ の 他 建 設 改 良 補 助 金

ｂ の う ち

小　　　　　　計

（注）１ 公共＝公共下水道 

２ 特環＝特定環境保全公共下水道 
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(2) 農業集落排水事業 

 

ア 事業数 

 

昭和６３年度末においては、２５市町（２７地区）が農業集落排水施設整備事業を実施のうえ、

施設管理を行っていた。 

しかし、平成元年度から公営企業決算統計の対象施設は、汚水処理を実施しているもの、あるい

は汚水処理施設の事業採択がされたものと限定されたことから、事業数は９市町９事業となった。 

平成２３度における農業集落排水事業の事業数は１９事業で、前年度と同数となっており、名取

市が平成１５年度から、仙台市が平成１６年度から、白石市が平成１９年度から、山元町が平成

２１年度からそれぞれ法適用事業となり、他の団体はすべて法非適用事業となっている。 

 

イ 施設の利用状況 

 

処理を開始している施設の利用状況をみると、現在排水区域内人口は８万２，７４１人で、前年

度に比べ４，４３４人（５．１％）減少している。また、年間総処理水量は４，８８４千ｍ３で、

前年度に比べ５３２千ｍ３（９．８％）減少しており、年間有収水量は４，３６２千ｍ３で、前年度

に比べ６３７千ｍ３（１２．７％）減少している。 

なお、有収率は８９．３％で、前年度に比べ３．０ポイント低下している。 

 

 

第１１表 農業集落排水事業（法適用・法非適用）の施設の利用状況の推移 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100(%)

19 19 19 19 19 0 0.0

現 在 排 水 区 域 内 人 口 （人） 87,337 88,569 89,018 87,175 82,741 ▲ 4,434 ▲ 5.1

現 在 排 水 区 域 面 積 （ha） 6,912 7,105 7,417 7,417 7,373 ▲ 44 ▲ 0.6

年 間 総 処 理 水 量 （千ｍ３） A 5,308 5,323 5,393 5,416 4,884 ▲ 532 ▲ 9.8

年 間 有 収 水 量 （千ｍ３） B 4,774 4,835 4,927 4,999 4,362 ▲ 637 ▲ 12.7

有 収 率 B/A （％） 89.9 90.8 91.4 92.3 89.3 ▲ 3.0 ―

対前年度比較

供 用 開 始 事 業 数

（注）年間処理水量は全て汚水分である。 

 

ウ 経営の状況 

 

（ア）法適用事業 

 

農業集落排水事業の経常収益は９億２８百万円、経常費用は８億５２百万円となっており、この

結果、経常収支比率は１０８．９％となり、前年度に比べ２４．７ポイント上昇している。 

経常損益は、７６百万円の経常利益が生じており、前年度に比べ２億４０百万円増加している。 

資本的収支における収入は６億７８百万円で、前年度に比べ５億１９百万円（３２６．３％）増

加しており、支出は１０億１６百万円で、前年度に比べ４億９９百万円（９６．５％）増加してい

る。この結果、収支差引では３億３８百万円の赤字となり、前年度に比べ２０百万円（５．６％）

減少している。 
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（イ）法非適用事業 

 

農業集落排水事業の収益的収支における総収益は４１億３２百万円で、前年度に比べ１７億

３２百万円（７２．２％）増加しており、総費用は２８億９百万円で、前年度に比べ１０億３９百

万円（５８．７％）増加している。この結果、収支差引では１３億２３百万円の黒字となり、前年

度に比べ黒字が６億９３百万円（１１０．０％）増加している。 

資本的収支における収入は２９億１３百万円で、前年度に比べ９億８１百万円（５０．８％）増

加しており、支出は３６億９６百万円で、前年度に比べ１３億８５百万円（５９．９％）増加して

いる。この結果、収支差引では７億８３百万円の赤字となり、前年度に比べ４億４百万円

（１０６．６％）増加している。 

資本的支出の内訳をみると、地方債償還金が２０億５５百万円で最も多く全体の５５．６％を占

めている。資本的支出の主な財源をみると、地方債が１０億７３百万円で、前年度に比べ３億７２百

万円（５３．０％）増加しており、国・県補助金が７億７７百万円で、前年度に比べ３５百万円

（４．７％）増加しており、他会計繰入金が９億５８百万円で、前年度に比べ６億６４百万円

（２２５．９％）増加している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は５億４０百万円の黒字で、これに前年度からの

繰越財源等を調整した実質収支は２億４９百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が１億円

（６７．３％）増加している。 

なお、収益的収支比率は８４．９％で、前年度に比べ１２．５ポイント上昇している。 
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第１２表 農業集落排水事業（法適用）の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a b ｃ ×100

A 777 721 889 877 1,019 142 16.2

B 777 712 889 876 928 52 5.9

う ち 使 用 料 87 90 135 138 93 ▲ 45 ▲ 32.4

C 887 788 943 1,082 1,552 470 43.5

D 883 787 942 1,040 852 ▲ 188 ▲ 18.1

う ち 職 員 給 与 費 50 68 75 69 73 4 5.6

B-D ▲ 106 ▲ 75 ▲ 53 ▲ 164 76 240 ―

B/D 87.9 90.5 94.4 84.2 108.9 24.7 ―

A/C 88.0 91.6 94.4 81.1 65.7 ▲ 15.4 ―

（千ｍ３） 858 892 1,192 1,167 669 ▲ 498 ▲ 42.7

E 587 139 186 159 678 519 326.3

F 991 372 538 517 1,016 499 96.5

15 0 0 0 8 8 皆増

E-F ▲ 404 ▲ 233 ▲ 352 ▲ 358 ▲ 338 20 ▲ 5.6

資 本 的 支 出

う ち 職 員 給 与 費

資 本 的 収 支 差 引

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

年 間 総 処 理 水 量

資 本 的 収 入

総 費 用

経 常 費 用

経 常 損 益

対前年度比較

総 収 益

経 常 収 益

第１３表 農業集落排水事業（法非適用）の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a b ｃ ×100

A 2,348 2,397 2,190 2,400 4,132 1,732 72.2

収 収 658 716 639 705 670 ▲ 35 ▲ 5.0

う 料 金 収 入 642 660 629 696 662 ▲ 34 ▲ 4.9

益 ち 他 会 計 繰 入 金 10 9 8 8 8 ▲ 0 ▲ 3.3

入 1,690 1,681 1,551 1,695 3,462 1,767 104.3

的 1,311 1,394 1,245 1,475 2,667 1,192 80.8

B 1,912 1,925 1,831 1,770 2,809 1,039 58.7

収 支 948 994 989 962 1,906 944 98.2

145 132 145 125 98 ▲ 27 ▲ 21.5

支 出 964 930 842 808 903 95 11.7

954 929 841 806 781 ▲ 25 ▲ 3.2

C 436 472 359 630 1,323 693 110.0

D 3,344 3,884 2,863 1,932 2,913 981 50.8

資 収 1,572 1,740 1,337 701 1,073 372 53.0

414 858 578 294 958 664 225.9

本 100 62 54 83 36 ▲ 47 ▲ 56.2

入 1,000 1,135 795 742 777 35 4.7

的 259 89 100 111 69 ▲ 42 ▲ 38.1

E 3,761 4,210 3,242 2,311 3,696 1,385 59.9

収 2,056 2,150 1,358 765 1,641 876 114.5

e 1,704 2,059 1,884 1,546 2,055 509 32.9

支 0 0 0 0 0 0 ―

F ▲ 416 ▲ 325 ▲ 379 ▲ 379 ▲ 783 ▲ 404 106.6

G 19 147 ▲ 20 251 540 289 115.1

H 4 219 5 64 21 ▲ 43 ▲ 66.4

I 83 110 83 111 347 236 212.2

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 12 71 70 70 57 ▲ 13 ▲ 18.3

L 110 109 128 368 922 554 150.6

M 7 1 8 219 673 454 207.2

103 108 120 149 249 100 67.3

103 108 120 149 249 100 67.3

0 0 0 0 0 0 ―

32 29 32 23 24 1 4.3

64.9 60.2 59.0 72.4 84.9 12.5 ―

う
ち

黒 字

赤 字

う ち 職 員 給 与 費

営 業 外 費 用

地 方 債 償 還 金

地 方 債

そ の 他

項　　目

対前年度比較

国 ・ 県 補 助 金

工 事 負 担 金

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

年　　度

総 収 益

営 業 収 益

収 益 的 収 支 比 率 A/(B+e)

職 員 数

営 業 費 用

資 本 的 支 出

前 年 度 繰 上 充 用 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

収 支 差 引 (A-B)

積 立 金

建 設 改 良 費

資 本 的 収 入

起 債 及 び 借 入 金

収 支 差 引 (D-E)

う ち 他 会 計 繰 入 金

形 式 収 支 (G-H+I-J+K)

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 (L-M)

収 支 再 差 引 (C+F)

そ の 他

支
　
　
出

総 費 用

う ち 支 払 利 息
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エ 経費回収率 

 

（ア）法適用事業 

 

汚水処理費を年間有収水量（６３７千ｍ３）で除して得た１ｍ３当たりの汚水処理原価は

１，０１５円６５銭（うち維持管理費に係るものが３８１円３３銭、資本費に係るものが６９７円

３２銭）で、前年度に比べ１５７円８７銭（１８．４％）増加している。 

また、使用料収入を年間有収水量で除して得た１ｍ３当たりの使用料単価は１４６円２７銭で、

前年度に比べ６円１７銭（４．４％）増加している。この結果、経費回収率は１４．４％で、前年

度に比べ１．９ポイント低下している。 

   

（イ）法非適用事業 

 

汚水処理費を年間有収水量（３，７２４千ｍ３）で除して得た１ｍ３当たりの汚水処理原価は

３３３円３９銭（うち維持管理費に係るものが２１７円４７銭、資本費に係るものが１１５円

９１銭）で、前年度に比べ６０円９４銭（１５．５％）減少している。 

また、使用料収入を年間有収水量で除して得た１ｍ３当たりの使用料単価は１７７円７４銭で、

前年度に比べ４円３７銭（２．５％）増加している。この結果、経費回収率は５３．３％で、前年

度に比べ９．３ポイント上昇している。 

 

第１４表 農業集落排水事業（法適用）の処理原価及び使用料単価の推移 

（単位：円、％） 

年　　度

１９ ２０ 21 22 23 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100

A 1,129.83 961.55 766.36 857.78 1,015.65 157.87 18.4

維 持 管 理 費 237.25 279.30 246.72 381.39 318.33 ▲ 63.06 ▲ 16.5

資 本 費 892.59 682.25 519.64 476.39 697.32 220.93 46.4

B 124.34 125.10 136.92 140.10 146.27 6.17 4.4

11.0 13.0 17.9 16.3 14.4 ▲ 1.9 ―

汚 水 処 理 原 価

使 用 料 単 価

経 費 回 収 率 B/A

対前年度比較

 

第１５表 農業集落排水事業（法非適用）の処理原価及び使用料単価の推移 

（単位：円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100

A 382.68 379.81 413.03 394.33 333.39 ▲ 60.94 ▲ 15.5

維 持 管 理 費 229.21 228.55 247.65 235.85 217.47 ▲ 18.38 ▲ 7.8

資 本 費 153.47 151.26 165.38 158.49 115.91 ▲ 42.58 ▲ 26.9

B 157.51 160.44 159.63 173.37 177.74 4.37 2.5

41.2 42.2 38.6 44.0 53.3 9.3 ―

汚 水 処 理 原 価

使 用 料 単 価

経 費 回 収 率 B/A

対前年度比較
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(3) 漁業集落排水事業 

 

ア 事業数 

 

平成２３年度における漁業集落排水事業の事業数は、石巻市、塩竈市、気仙沼市、東松島市、女

川町及び南三陸町の６事業で前年度と同数になっており、これら全ての団体が供用を開始している。 

なお、公営企業決算統計では、平成元年度決算分より対象となっている。 

 

イ 施設の利用状況 

 

処理を開始している施設の利用状況をみると、現在排水区域内人口は１，６３４人で、前年度に

比べ４１１人（２０．１％）減少している。また、年間総処理水量は１２千ｍ３、年間有収水量は

５６千ｍ３で、前年度に比べ７２千ｍ３（５６．４％）減少している。 

なお、有収率は４５２．８％で、前年度に比べ３６１．７ポイント上昇している。 

 

第１６表 漁業集落排水事業の施設の利用状況の推移 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100(%)

6 6 6 6 6 0 0.0

現 在 排 水 区 域 内 人 口 （人） 2,108 2,094 2,132 2,045 1,634 ▲ 411 ▲ 20.1

現 在 排 水 区 域 面 積 （ha） 112 112 116 116 116 0 0.0

年 間 総 処 理 水 量 （千ｍ３） A 193 193 193 141 12 ▲ 129 ▲ 91.3

年 間 有 収 水 量 （千ｍ３） B 188 188 185 128 56 ▲ 72 ▲ 56.4

有 収 率 B/A （％） 97.4 97.7 95.7 91.1 452.8 361.7 ―

対前年度比較

供 用 開 始 事 業 数

（注）１ 年間総処理水量はすべて汚水分である。 

     ２ 平成２２年度の年間総処理水量、年間有収水量、有収率は、東日本大震災の影響により算 

出できなかった女川町の数値を除いている。 

 

ウ 経営の状況 

 

漁業集落排水事業の収益的収支における総収益は２億５７百万円で、前年度に比べ１億３７百万

円（１１４．３％）増加しており、総費用は１億６３百万円で、前年度に比べ８４百万円（１０５．９％）

増加している。この結果、収支差引では９４百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が５３百万円

（１３０．５％）増加している。 

資本的収支における収入は１億９２百万円で、前年度に比べ１億３０百万円（２１０．２％）増

加しており、支出は２億３５百万円で、前年度に比べ１億３４万円（１３２．６％）増加している。

この結果、収支差引では４３百万円の赤字となり、前年度に比べ４百万円（９．２％）増加してい

る。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は５２百万円の黒字で、これに前年度からの繰越

財源等を調整した実質収支は２百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が１百万円（１１２．０％）

増加している。 

なお、収益的収支比率は７３．５％で、前年度に比べ２０．０ポイント低下している。 
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第１７表 漁業集落排水事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％） 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

A 120 127 120 120 257 137 114.3

31 32 31 29 10 ▲ 19 ▲ 65.3

31 32 31 29 10 ▲ 19 ▲ 65.3

B 78 81 82 79 163 84 105.9

53 57 58 55 128 73 133.0

C 42 45 37 41 94 53 130.5

D 131 158 40 62 192 130 210.2

E 155 188 76 101 235 134 132.6

F ▲25 ▲ 31 ▲ 36 ▲ 39 ▲ 43 ▲ 4 9.2

G 17 15 1 2 52 50 2,495.6

H 21 15 1 0 5 5 皆増

I 6 3 2 2 4 2 98.8

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 0 0 0 0 25 25 皆増

L 3 2 2 4 75 71 1,776.8

M 0 0 0 3 73 70 2,331.7

3 2 2 1 2 1 112.0

3 2 2 1 2 1 112.0

0 0 0 0 0 0 ―

2 2 2 2 2 0 0.0

95.5 97.3 92.2 93.5 73.5 ▲ 20.0 ―

項　　目

収 支 再 差 引 (C+F)

積 立 金

収 支 差 引 (A-B)

収
益
的
収
支

営 業 費 用

収 支 差 引 (D-E)

年　　度 対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

総 費 用

職 員 数

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (G-H+I-J+K)

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源

起 債 及 び 借 入 金

実 質 収 支 (L-M)

収益的収支比率　A/(B+地方債償還金)

収
　
入

支
出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出
資
本
的

収
　
支

料 金 収 入

う
ち

黒 字

赤 字

 

 

エ 経費回収率 

 

汚水処理費を年間有収水量（５６千ｍ３）で除して得た１ｍ３当たりの汚水処理原価は１，８３２円

７４銭（うち維持管理費に係るものが１，５２５円２７銭、資本費に係るものが３０７円４６銭）

で、前年度に比べ１，４６１円６０銭（３９３．８％）増加している。 

また、使用料収入を年間有収水量で除して得た１ｍ３当たりの使用料単価は１８０円４６銭で、

前年度に比べ１４円６７銭（８．９％）増加している。この結果、経費回収率は９．８％で、前年

度に比べ３４．９ポイント低下している。 

 

第１８表 漁業集落排水事業の処理原価及び使用料単価の推移 

（単位：円、％） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100

A 338.31 356.27 331.55 371.14 1,832.74 1,461.60 393.8

維 持 管 理 費 247.53 263.55 273.51 302.66 1,525.27 1,222.61 404.0

資 本 費 90.78 92.72 58.04 68.48 307.46 238.98 349.0

B 165.86 168.73 167.34 165.79 180.46 14.67 8.9

49.0 47.4 50.5 44.7 9.8 ▲ 34.9 ―

汚 水 処 理 原 価

使 用 料 単 価

経 費 回 収 率 B/A

対前年度比較

 

（注）平成２２年度は、東日本大震災の影響により算出できなかった女川町の数値を除いている。 
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(4) 簡易排水事業 

 

ア 事業数及び施設の利用状況 

 

平成２３年度における簡易排水事業の事業数は、平成７年度から汚水処理を開始している加美町

（旧宮崎町）のみである。 

施設の利用状況をみると、現在排水区域内人口は２７人で、前年度に比べ２人（８．０％）増加

している。また、年間総処理水量及び年間有収水量は共に９５２ｍ３で、前年度に比べ

３１２ｍ３（４８．８％）増加しており、有収率は１００．０％で、前年度と同数になっている。 

 

第１９表 簡易排水事業の施設の利用状況の推移 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 ａ ｂ ｃ ×100(%)

供 用 開 始 事 業 数 1 1 1 1 1 0 0.0

行 政 区 域 内 人 口 （人） A 27,008 26,706 26,417 26,109 25,884 ▲ 225 ▲ 0.9

現在排水区域内人口 （人） B 27 24 25 25 27 2 8.0

行 政 区 域 面 積 （ha） C 46,082 46,082 46,082 46,082 46,082 0 0.0

現 在 排 水 区 域 面 積 （ha） D 3 3 3 3 3 0 0.0

普 及 率 B/A (％) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 ―

普 及 率 D/C (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

年 間 総 処 理 水 量 （m3） E 493 542 495 640 952 312 48.8

年 間 有 収 水 量 （m3） F 493 542 495 640 952 312 48.8

有 収 率 F/E (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

対前年度比較

 

イ 経営の状況 

 

建設投資を行っておらず、地方債償還金もないことから、収益的収支しか発生していないが、収

支差引は均衡している。 

 

第２０表 簡易排水事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

A 1 1 1 1 1 ▲0 ▲46.7

0 0 0 0 0 0 皆増

0 0 0 0 0 0 皆増

B 1 1 1 1 1 ▲0 ▲46.7

1 1 1 1 1 ▲0 ▲46.7

C 0 0 0 0 0 0 ―

D 0 0 0 0 0 0 ―

E 0 0 0 0 0 0 ―

F 0 0 0 0 0 0 ―

G 0 0 0 0 0 0 ―

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 0 0 0 0 0 0 ―

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 0 0 0 0 0 0 ―

L 0 0 0 0 0 0 ―

M 0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

営 業 収 益

総 費 用

う
ち

収 支 再 差 引 (C+F)

起 債 及 び 借 入 金

積 立 金

黒 字

料 金 収 入

実 質 収 支 (L-M)

形 式 収 支 (G-H+I-J+K)

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源

年　　度 対前年度比較

項　　目

職 員 数

収益的収支比率　A/(B+地方債償還金)

収
　
入

支
出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

収 支 差 引 (D-E)

収 支 差 引 (A-B)

前 年 度 か ら の 繰 越 金

赤 字

前 年 度 繰 上 充 用 金

収
益
的
収
支

資
本
的

収
　
支

総 収 益

営 業 費 用



– 173 –

(5) 個別排水処理事業 

 

ア 事業数及び施設の利用状況 

 

平成２３年度における個別排水処理事業の事業数は、登米市、栗原市及び色麻町の３事業で、前

年度と同数になっており、これら全ての団体が供用を開始している。 

施設の利用状況をみると、現在排水区域内人口は１，１１７人で、前年度に比べ３９人（３．６％）

増加している。また、年間総処理水量及び年間有収水量は共に６０，５６１ｍ３で、前年度に比べ

８５０ｍ３（１．４％）増加しており、有収率は１００．０％で前年度と同数になっている。 

 

第２１表 個別排水事業の施設の利用状況の推移 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100(%)

供 用 開 始 事 業 数 3 3 3 3 3 0 0.0

行 政 区 域 内 人 口 （人） A 176,194 173,826 171,966 169,998 168,716 ▲ 1,282 ▲ 0.8

現在排水区域内人口 （人） B 923 919 1,007 1,078 1,117 39 3.6

行 政 区 域 面 積 （ha） C 145,054 145,054 145,054 145,054 145,054 0 0.0

現 在 排 水 区 域 面 積 （ha） D 51 51 51 52 52 0 0.0

普 及 率 B/A (％) 0.5 0.5 0.6 0.6 0.7 0.1 ―

普 及 率 D/C (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ―

年 間 総 処 理 水 量 （m3） E 49,907 51,544 53,691 59,711 60,561 850 1.4

年 間 有 収 水 量 （m3） F 49,907 51,544 53,691 59,711 60,561 850 1.4

有 収 率 F/E (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

対前年度比較

 

イ 経営の状況 

 

個別排水処理事業の収益的収支における総収益は２５百万円で、前年度に比べ３百万円

（１５．３％）増加しており、総費用は２１百万円で、前年度に比べ３百万円（１４．１％）増加

している。この結果、収支差引では５百万円の黒字となり、前年度に比べ０百万円（３．４％）減

少している。 

資本的収支における収入は１６百万円で、前年度に比べ２百万円（９．３％）減少しており、支

出は２１百万円で、前年度に比べ０百万円（０．８％）増加している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は０百万円の赤字で、これに前年度からの繰越財

源等を調整した実質収支では９百万円の黒字となっている。 

なお、収益的収支比率は９２．３％で、前年度に比べ２．５ポイント上昇している。 
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第２２表 個別排水事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

A 21 18 20 22 25 3 15.3

7 8 8 10 10 ▲ 0 ▲ 2.2

7 8 8 10 10 ▲ 0 ▲ 2.2

B 21 16 17 18 21 3 14.1

17 12 13 14 17 3 23.2

C 0 2 3 5 5 ▲ 0 ▲ 3.4

D 3 7 20 18 16 ▲ 2 ▲ 9.3

E 5 7 21 21 21 0 0.8

F ▲ 2 0 0 ▲ 3 ▲ 5 ▲ 2 61.2

G ▲ 2 3 3 1 ▲ 0 ▲ 1 ―

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 1 2 5 7 9 2 27.3

J 0 2 0 0 0 0 ―

K 0 0 0 0 0 0 ―

L ▲ 1 2 7 9 9 ▲ 0 ▲ 1.0

M 0 0 0 3 0 ▲ 3 皆減

▲ 1 2 7 6 9 3 48.4

2 2 7 6 9 3 48.4

2 0 0 0 0 0 ―

1 0 0 0 0 0 ―

82.6 88.7 85.8 89.8 92.3 2.5 ―

項　　目

収 支 再 差 引 (C+F)

積 立 金

収 支 差 引 (A-B)

収
益
的
収
支 営 業 費 用

収 支 差 引 (D-E)

年　　度 対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益

総 費 用

職 員 数

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (G-H+I-J+K)

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源

起 債 及 び 借 入 金

実 質 収 支 (L-M)

収益的収支比率　A/(B+地方債償還金)

収
　
入

支
出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出
資
本
的

収
　
支

料 金 収 入

う
ち

黒 字

赤 字

 

 

 (6) 特定地域生活排水処理事業 

 

ア 事業数及び施設の利用状況 

 

平成２３年度における特定地域生活排水処理事業の事業数は、仙台市、石巻市、登米市、栗原市、

大崎市、大和町、大郷町、大衡村、色麻町、加美町及び女川町の１１事業で、前年度と比べ１事業

増加しており、これら全ての団体が供用を開始している。仙台市は平成１６年度より法適用事業と

して新たに実施し、他の団体は全て法非適用事業となっている。 

施設の利用状況をみると、現在排水区域内人口は２万７，４４５人で、前年度に比べ２，２５３人

（８．９％）増加している。また、年間総処理水量及び年間有収水量は共に１５６万２，８７０ｍ３で、

前年度に比べ２万４,１１７ｍ３（１．６％）増加しており、有収率は１００．０％で前年度と同数

になっている。 

 

第２３表 特定地域生活排水処理事業（法適用・法非適用）の施設の利用状況の推移 

年　　度
１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 　 ａ ｂ ｃ ×100(%)
供 用 開 始 事 業 数 10 10 10 10 11 1 10.0

行 政 区 域 内 人 口 （人） A 1,561,110 1,558,995 1,559,259 1,556,313 1,561,766 5,453 0.4

現在排水区域内人口 （人） B 19,086 22,167 23,895 25,192 27,445 2,253 8.9

行 政 区 域 面 積 （ha） C 441,978 441,979 441,979 441,979 448,334 6,355 1.4

現 在 排 水 区 域 面 積 （ha） D 5,581 5,625 5,655 5,680 5,734 54 1.0

普 及 率 B/A (％) 1.2 1.4 1.5 1.6 1.8 0.2 ―

普 及 率 D/C (％) 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 ▲ 0.0 ―

年 間 総 処 理 水 量 （m3） E 947,489 1,143,382 1,360,200 1,538,753 1,562,870 24,117 1.6

年 間 有 収 水 量 （m3） F 947,489 1,143,382 1,360,200 1,538,753 1,562,870 24,117 1.6

有 収 率 F/E (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 ―

対前年度比較
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イ 経営の状況 

 

（ア）法適用事業 

 

特定地域生活排水処理事業の経常収益は８４百万円、経常費用は２億１０百万円となっており、

この結果、経常収支比率は４０．２％となっている。 

経常損益は１億２５百万円の経常損失が生じており、前年度に比べ４４百万円（５４.８％）増加

している。 

資本的収支における収入は６３百万円で、前年度に比べ３４百万円（３５.３％）減少しており、

支出は７８百万円で、前年度に比べ３３百万円（２９.３％）減少している。この結果、収支差引で

は１６百万円の赤字となり、前年度に比べ１百万円（４.９％）増加している。 

 

（イ）法非適用事業 

 

特定地域生活排水処理事業の収益的収支における総収益は４億６６百万円で、前年度に比べ１億

３０百万円（３８.７％）増加しており、総費用は４億５６百万円で、前年度に比べ１億３０百万円

（３９．７％）増加している。この結果、収支差引では１１百万円の黒字となり、前年度に比べ黒

字が１百万円（５．４％）増加している。 

資本的収支における収入は８億２３百万円で、前年度に比べ２億９５百万円（５５.９％）増加し

ており、支出は８億２８百万円で、前年度に比べ２億９１百万円（５４.１％）増加している。この

結果、収支差引では４百万円の赤字となり、前年度に比べ５百万円（５２．８％）減少している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は６百万円の黒字で、これに前年度からの繰越財

源等を調整した実質収支は８０百万円の黒字となり、前年度に比べ８百万円（１１．３％）増加し

ている。 

なお、収益的収支比率は９４.７％で、前年度に比べ１.０ポイント低下している。 

 

第２４表 特定地域生活排水処理事業（法適用）の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

年　　度

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100

A 72 84 88 90 103 13 14.8

B 72 84 88 90 84 ▲ 6 ▲ 6.3

う ち 使 用 料 31 33 35 37 37 0 0.3

C 130 165 178 171 229 58 33.8

D 130 165 178 171 210 39 22.7

う ち 職 員 給 与 費 29 30 23 20 14 ▲ 6 ▲ 29.8

B-D ▲ 58 ▲ 81 ▲ 90 ▲ 81 ▲ 125 ▲ 44 54.8

B/D 55.2 50.8 49.3 52.6 40.2 ▲ 12.4 ―

A/C 55.2 50.8 49.3 52.6 45.2 ▲ 7.4 ―

（千ｍ３） 263 274 303 319 311 ▲ 8 ▲ 2.6

E 135 112 116 97 63 ▲ 34 ▲ 35.3

F 151 135 132 111 78 ▲ 33 ▲ 29.3

9 8 8 7 7 0 1.0

E-F ▲ 16 ▲ 23 ▲ 16 ▲ 15 ▲ 16 ▲ 1 4.9

経 常 損 益

対前年度比較

総 収 益

経 常 収 益

資 本 的 支 出

う ち 職 員 給 与 費

資 本 的 収 支 差 引

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

年 間 総 処 理 水 量

資 本 的 収 入

総 費 用

経 常 費 用
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第２５表 特定地域生活排水処理事業（法非適用）の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

１９ ２０ ２１ ２２ ２３ ｂ - ａ (ｃ/ａ)
a ｂ ｃ ×100

A 197 254 306 336 466 130 38.7

104 132 162 192 197 5 2.5

104 132 162 192 197 5 2.5

B 196 243 291 326 456 130 39.7

181 223 264 293 414 121 41.5

C 2 10 15 10 11 1 5.4

D 634 630 701 528 823 295 55.9

E 636 637 679 537 828 291 54.1

F ▲ 2 ▲ 8 22 ▲ 9 ▲ 4 5 ▲ 52.8

G 0 3 36 1 6 5 528.9

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 40 38 50 78 69 ▲ 9 ▲ 11.2

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 0 0 0 0 5 5 皆増

L 40 40 86 79 80 1 1.4

M 0 2 0 8 0 ▲ 8 皆減

40 38 86 72 80 8 11.3

40 47 86 72 80 8 11.3

0 9 0 0 0 0 ―

6 6 6 6 6 0 0.0

99.2 100.7 99.6 95.7 94.7 ▲ 1.0 ―

前 年 度 繰 上 充 用 金

収
益
的
収
支

資
本
的

収
　
支

総 収 益

職 員 数
収益的収支比率　A/(B+地方債償還金)

収
　
入

支
出

資 本 的 収 入
資 本 的 支 出
収 支 差 引 (D-E)

収 支 差 引 (A-B)

前 年 度 か ら の 繰 越 金

赤 字

料 金 収 入

実 質 収 支 (L-M)

形 式 収 支 (G-H+I-J+K)
翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源

年　　度 対前年度比較

項　　目

営 業 費 用

営 業 収 益

総 費 用

う
ち

収 支 再 差 引 (C+F)

起 債 及 び 借 入 金

積 立 金

黒 字
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第２６表 下水道事業実施状況 

公 共 特定公共 特定環境 農業集落 漁業集落 公 共 特定公共 特定環境 農業集落 漁業集落

市町村名 保全公共 そ の 他 備 考 市町村名 保全公共 そ の 他 備 考

下 水 道 下 水 道 下 水 道 排水事業 排水事業 下 水 道 下 水 道 下 水 道 排水事業 排水事業

仙 台 市 ◎ ◎ ◎ ◎ 特 地 亘 理 町 ○

石 巻 市 ○ ○ ○ ○ ○ 特 地 山 元 町 ◎ ◎

○町島松○○市竈塩

気仙沼市 ○ ○ ○ ○ 七ヶ浜町 ○

○町府利◎◎市石白

地特○○○町和大◎◎市取名

地特○○○町郷大○○市田角

○町谷富○市城賀多

地特○○村衡大○◎○市沼岩

登 米 市 ○ ○ ○ ○
個 排
特 地

色 麻 町 ○ ○ ○
個 排
特 地

栗 原 市 ○ ○ ○ ○
個 排
特 地

加 美 町 ○ ○ ○
簡 排
特 地

東松島市 ○ ○ ○ 涌 谷 町 ○ ○

大 崎 市 ○ ○ ○ ○ 特 地 美 里 町 ○ ○

地特○○○町川女○町王蔵

○○○町陸三南○町宿ヶ七

計県○町原河大 29 1 14 19 6 11

村 田 町 ○ ○ 供用開始

柴 田 町 ○ 団 体 数

川 崎 町 ○ 備 考 ◎：供用団体（法適用）　○：供用団体（法非適用）  △：未供用団体

丸 森 町 ○ ○

141 1192 619

（注）１ 簡排＝簡易排水事業 

２ 個排＝個別排水処理事業 

３ 特定＝特定地域生活排水処理事業 




